
長野県の高齢者福祉をとりまく状況等

介護支援課

資料 ３
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資料：2016年までは総務省統計局「国勢調査」および「人口推計」、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）中位推計」

推計値
（日本の将来人口推計）

実績値
（国勢調査等）
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12,693

○ 今後、日本の総人口が減少に転じていくなか、高齢者（特に75歳以上の高齢者）の占める割合は増加し
ていくことが想定される。

1,578

総人口の推移

2



長野県の高齢者人口の推移（第８期長野県高齢者プラン）
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長野県の高齢者人口は、65歳以上人口のピークは令和22年（2040年）で68.2万人になり、75歳以上人口のピー
クは令和12年（2030年）で41.9万人、85歳以上人口のピークは令和22年で19.3万人になるとそれぞれ推計。

出典：長野県「毎月人口異動調査」（令和２年（2020年）10月１日）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30年（2018年）推計） 3



長野県の高齢者世帯数の推移（第８期長野県高齢者プラン）

長野県の高齢者世帯数は令和２年（2020年）以降、高齢者夫婦世帯数は横ばいであるのに対して、高齢者単身世
帯数は増加し、令和22年（2040年）には12.8万世帯に達する見込み。介護需要の増加が想定される。

出典：総務省「国勢調査」（平成17年（2005年）～平成27年（2015年））
国立社会保障・人口問題研究所「世帯主の男女・年齢５歳階級別・家族類型別世帯数」（平成31年（2019年）推計）
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圏域別85歳以上人口の推計（第８期長野県高齢者プラン）

85歳以上人口を老人福祉圏域別にみると、令和17年（2035年）には３つの圏域（諏訪、大北、木曽）がピーク
となり、その他の７圏域は令和22年（2040年）がピークを迎えると見込まれる。地域の状況に応じた計画的な施設
整備等の施策が必要。

出典：長野県「毎月人口異動調査」（令和２年（2020年）10月１日）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30年（2018年）推計） 5
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圏域別75歳以上人口の推計（第８期長野県高齢者プラン）

75歳以上人口を老人福祉圏域別にみると、令和12年（2030年）には７つの圏域がピークとなる。木曽圏域は令
和７年（2025年）、佐久圏域、松本圏域では令和27年（2045年）と地域によってピークの時期が異なっている。

出典：長野県「毎月人口異動調査」（令和２年（2020年）10月１日）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30年（2018年）推計）
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長野県の要介護認定・要支援認定者数の推移

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 (2021年度、2022年度のみ 「同報告」月報（３月末現在）)

平成12年（2000年）の制度開始以降、長野県の第１号被保険者の認定者数は約２．２倍、認定率は６．８ポイン
ト上昇している。
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出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 (2021年度、2022年度のみ 「同報告」月報（３月末現在）) 8

全国の要介護認定・要支援認定者数の推移

平成12年（2000年）の制度開始以降、第１号被保険者の認定者数は約２．８倍、認定率は８．０ポイント上昇し
ている。



出典：地域包括ケア「見える化」システム
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性・年齢調整済み要介護認定率、要介護認定率ともに、高齢化が進んでいる地域にあっても全国に比して低い傾
向となっている。老人福祉圏域ごとにも認定率に差がみられるため、情報共有するととともに、必要なサービスの
提供体制・提供量等を広域的に調整していく。



【サービス需要参考】要介護・要支援認定者数の推計（８期プラン）

要支援・要介護認定者数は、令和2（2020）年時点で11.2万人で、それ以降は2040年（令和22）年まで増加し続
ける見込みとなっている。

出典：長野県「毎月人口異動調査」（令和２年（2020年）10月１日）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30年（2018年）推計） 10

27,499 29,286 32,098 33,608 33,641

43,119 46,255
50,638 53,686 54,990

41,393
44,613

48,690
52,086 54,624

112,011
120,154

131,426
139,380 143,255

17.1
18.3

19.8
20.9 21.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

令和2年度

(2020年度)

令和7年度

(2025年度)

令和12年度

(2030年度)

令和17年度

(2035年度)

令和22年度

(2040年度)

要支援1-2 要介護1-2 要介護3-5 要介護認定率
（％）



11

（長野県の要介護認定者数等）

認定者数 比率 認定者数 比率

要支援1 12,377 11.0% 要介護1 24,819 22.1%

要支援2 14,902 13.3% 要介護2 18,509 16.5%

要支援計 27,279 ― 要介護3 15,134 13.5%

要介護4 16,041 14.3%
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資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告｣
（令和４年３月末）

長野県の要介護・要支援認定者の要介護度分布状況

長野県の要介護・要支援認定者の要介護度分布状況として、全国に比べて要支援者の割合が低く、要介護１及び
３～５の割合が高い傾向となっている。



長野県の健康寿命及び性・年齢調整済認定率の推移
健康寿命（日常生活動作が自立している期間（要介護２になるまでの平均期間））及び性別・年齢が全国と同水

準とした場合の要介護認定率は以下のとおり。健康寿命については、令和３年（2021年）で、男女ともに全国１位
となっている。また、調整済認定率は低下傾向にあり、全国で３番目の低さとなっているが、介護予防・フレイル
対策など、さらなる効果的な施策が必要。
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６５歳以上被保険者数の推移

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（直近の数値は月報（暫定値）令和５年３月分）

要介護（要支援）認定者数の推移

サービス利用者の推移

平成12年（２０００年）４月末 令和５年（２０２３年）３月末 増 減

全 国 ２，１６５万人 ３，５８５万人 １．６６倍

長野県 ４７万人 ６５万人 １．３８倍

平成12年（２０００年）４月末 令和５年（２０２３年）３月末 増 減

全 国 ２１８万人 ６９４万人 ３．１８倍

長野県 ５万人 １１万人 ２．２倍

平成12年（２０００年）４月末 令和５年（２０２３年）１月サービス分 増 減

居宅サービス
全 国 ９７万人 ４１３万人 ４．２６倍

長野県 ２．７万人 ７．１万人 ２．６３倍

施設サービス
全 国 ５２万人 ９５万人 １．８３倍

長野県 １．１万人 ２．０万人 １．８１倍

地域密着型サービス
全 国 － ９０万人 －

長野県 － １．９万人 ー

長野県の介護保険制度の実施状況

13

介護保険制度が施行された平成12年から現在までに、県内の被保険者数は１．38倍、要介護（要支援）認定者数
は２．２倍、サービス利用者数は居宅サービスで２．63倍、施設サービスで１．81倍とそれぞれ増加している。



長野県の介護保険料（平均）の推移

14

第１号被保険者の介護保険料は、市町村介護保険事業計画における介護サービスの見込量をもとに算出し、市町
村の条例で規定。

全国と比して低い傾向にはあるが、第１期と比較し、長野県においても約２．４倍となっている。

事業期間
第１期
(2000
-2002)

第２期
(2003
-2005)

第３期
(2006
-2008)

第４期
(2009
-2011)

第５期
(2012
-2014)

第６期
(2015
-2017)

第７期
(2018
-2020)

第８期
(2021
-2023)

長野県 2,346 3,072 3,882 4,039 4,920 5,399 5,596 5,623

対前期増加額 - 726 810 157 881 479 197 27

(伸び率) - (30.9%) (26.4%) (4.0%) (21.8%) (9.7%) (3.6%) (0.5%)

全 国 2,911 3,293 4,090 4,160 4,972 5,514 5,869 6,014

対前期増加額 - 382 797 70 812 542 355 145

(伸び率) - (13.1%) (24.2%) (1.7%) (19.5%) (10.9%) (6.4%) (2.5%)
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%
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27%

【財源構成】

国 38.5%

都道府県
19.25%

市町村
19.25%

1号保険料
23%

予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営

（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業

○認知症総合支援事業
（認知症初期集中支援事業、認知症地域支援・ケア
向上事業 等）

○生活支援体制整備事業
（コーディネーターの配置、協議体の設置 等）

予防給付（要支援1～２）

充
実

改正前と同様

事業に移行
訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

全市町村で
実施
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地域支援事業の全体像（平成26年（2014年）改正前後）



長野県の地域支援事業等の実施状況（事業費）

長野県における地域支援事業交付金対象経費の推移は以下のとおり。2015年度から介護予防・日常生活支援総合
事業及び包括的支援事業（社会保障充実分）が創設され、2017年度までに全保険者で実施。

2018年度までに予防給付で行われてきた訪問介護・通所介護が総合事業に完全移行し、その後は横ばいで推移。
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2,684,264 2,754,244 2,842,465 
2,928,604 2,891,797 2,976,953 2,962,704 

93,102 431,211 
701,245 784,872 904,542 951,974 984,328 1,475,012 

2,448,748 

5,273,870 

6,278,702 6,282,723 6,083,045 6,061,932 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

11,000,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

包括的支援事業・任意事業 包括的支援事業（社会保障充実分） 総合事業

5,633,611

8,817,579

9,993,840 10,079,063 10,011,972 10,008,965

□合計

地域支援事業交付金対象経費（事業費）の推移

（千円）

4,252,378

総合事業等の創設 全保険者で総合事業開始 予防給付から総合事業に完全移行



長野県の通いの場等における実施状況（介護予防に関すること）
介護予防の取組として、住民運営の「通いの場」の箇所数、参加者数は増加傾向にある。また、通いの場や地域

ケア会議へのリハビリテーション専門職の活用も行われており、県でもリハビリ専門職を派遣し、市町村における
効果的な介護予防の推進を図っている。
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1,798 

2,219 

2,788 

2,474 

2,972 
30,352 

37,366 

47,480 

36,557 

40,426 
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10,000
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30,000
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2,000
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3,000
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4,000

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

住民運営の通いの場の数と参加者数の推移

住民運営による通いの場の数

住民運営による通いの場の参加者数

通いの場の数（箇所） 参加者数（人）

令和２年度 令和５年４月

保健事業と介護予防の一体的実施
実施市町村数

17市町村 66市町村

地域リハビリテーション活動支援
事業実施市町村数

35市町村 56市町村

81
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2114

1817
1714

1403 1465

41
350
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553

406

529 555

0
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地域リハビリテーション活動支援事業等

によるリハビリ専門職の活用状況の推移

PT OT

派遣回数（回）

108,695 110,154 110,002 110,073 111,078 111,679 112,511 112,397 

15.3 15.0 14.6 14.3 14.1 13.9 13.8 13.5 
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要介護認定者数・調整済認定率の推移（再掲）

要介護認定者数（県 左軸）

認定率（県 右軸）

認定率（全国 右軸）



研修・助言
（市町村へ）

長野県の生活支援サービスの提供体制構築支援の実施状況

【個別支援】伴走支援（アドバイザー派遣）※R４から継続

市町村選定
（３市町村程度）

訪問・ヒアリング
（オンライン含む）

事業構成提案
（市町村から）

助言・フォロー
アップ

【R５:市町村個別支援体制】全国移動ネット、（必要に応じ）先行自治体職員 等

長野県

【後方支援】支援体制整備業務（委託）※Ｒ４から継続

（１）制度相談コールセンターの設置
週１回（半日）：電話及びメールによる制度相談

（２）情報提供のための研修会、事例報告会
移動支援サービス構築のための研修会等の開催

【目的】
市町村からのニーズ（相談）の多い、制度理解をサポート

【目的】
移動サービス構築にかかる啓発、必要性の理解促進

※全国移動サービスネットワークに委託（予定）

財政支援（中山間地域）

市町村等が各地域の実情に応じて実施する、中山間地域に
おける移動支援を含む、介護・生活支援サービスの確保施策
など取組に対して、その経費を補助

ア 対象市町村等 介護報酬の特別地域加算等の対象地域の
ある市町村・広域連合

イ 補 助 率 10/10（上限100万円）

認知症施策推進事例集の作成

県内等の認知症施策事例について、免許返納の支
援等の観点も含め、

・類型別にまとめ、地域住民を含めて見える化

免許返納に必要な支援体制の構築を図る

「高齢者生活・介護に関する実態調査」等において、高齢者からのニーズの高い生活支援サービスである移動
サービスの構築を支援するため、第８期計画中において重点的に支援を実施。



長野県の認知症施策の実施状況

医療・介護の連携による総合的な支援や地域住民の理解・協力のもとで、認知症の人及びその家族の意思が尊重
され、住み慣れた地域で自分らしく暮らせる社会を目指し、施策を実施している。
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認知症疾患医療センター※５設置数

11か所（県内全二次医療圏域に設置）
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介護従事者向け受講

者数（累計）

医療従事者向け受講

者数（累計）

医療・介護従事者認知症対応力向上研修受講者数

かかりつけ医 病院勤務の医療従事者 薬剤師

看護職員 歯科医師 認知症介護実践者研修

令和元年度 令和５年度当初

チームオレンジ※３設置市町村数 １ ８

認知症初期集中支援チーム※１

県内77市町村すべてに配置

医療・介護等の連携による認知症高齢者等への支援認知症の理解の促進と予防等に向けた地域支援の強化

若年性認知症施策の推進

・若年性認知症支援コーディネーター※４を設置

R1 R2 R3 R4

個別相談の件数（件） 41 23 31 49

令和３年度 令和４年度

チームオレンジ・コーディネー
ター研修受講者数（人）

117 103

県内の認知症サポーター※２数

259,552人（令和５年6月末）

※１ 複数の専門職が認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を訪問し、アセスメント、家族支援等の初
期の支援を包括的･集中的（おおむね６ヶ月）に行い、自立生活のサポートを行うチーム

※２ 認知症に関する正しい知識と理解を持ち地域で認知症の人や家族に対してできる範囲での手助けをする人

※３ 地域において把握した認知症の方の悩みや家族の身近な生活支援ニーズ等とステップアップ講座を受講し
た（または受講予定の）認知症サポーターを中心とした支援者をつなぐ仕組み

※４ 若年性認知症の方やその家族に対する相談支援、医療・介護、労働等の関係者による支援体制（ネット
ワーク）の構築、企業や関係者等の若年性認知症に対する理解を促進するための普及・啓発等の支援を行う

※５ 認知症の速やかな鑑別診断や、行動・心理症状（BPSD）と身体合併症に対する急性期医療、専門医療
相談、関係機関との連携、研修会の開催等の役割を担う

コーディネーター数

８人

チームオレンジ設置に向けた市町村支援



出典：厚生労働省 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査結果 20
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長野県の市町村における高齢者虐待対応件数等の推移

平成18年の高齢者虐待防止法の施行後、高齢者虐待の相談・通報件数、虐待判断件数は、増加傾向にある。
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長野県 地域包括ケア体制構築支援関連事業の一例

・地域包括ケア推進研修事業
・多職種連携等研究事業
・宅幼老所機能強化事業
・入退院時ケアマネジメント推進事業
・介護予防市町村等研修会
・介護予防ケアマネジメント研修事業
・介護予防リハビリ専門職育成事業
・生活支援コーディネーター養成研修事業
・地域包括ケア体制構築状況「可視化」事業

・

・地域ケア会議サポート事業

・中山間地域介護サービス提供体制確保モデル事業
・24時間在宅ケアサービス推進事業

モデル事業・事業補助

全体研修・把握事業
有識者派遣

・地域包括ケア推進研修事業
・在宅医療・介護連携推進支援事業
・宅幼老所機能強化事業
・介護予防ケアマネジメント研修事業
・地域包括ケア体制構築状況見える化事業
・介護予防リハビリ専門職育成事業
・介護予防等推進研修事業

・地域包括ケア市町村伴走型支援事業

・24時間在宅ケアサービス等推進事業
・移動支援サービス構築アドバイザー派遣
・地域ケア会議サポート事業
・住民主体の通いの場等推進支援事業

・中山間地域介護サービス確保対策事業
・地域包括ケア見える化マップ作成モデル事業
・介護予防市町村モデル事業
・介護予防（フレイル）推進モデル事業

モデル事業・事業補助

全体研修・把握事業

伴走型支援

有識者派遣

平成29年度

令和４年度

県では、市町村ごとに異なる状況に対する支援として、有識者派遣や伴走型の支援など、より個別具体的な支援
策に重点を置いて市町村支援を実施している。



長野県の施設整備等サービス提供体制の状況
高齢化、要介護認定者数の増加に合わせ、ニーズに沿った介護保険施設や有料老人ホームを整備してきた。
（例 特養_H12：6,163→R5:13,968 有料老人ホーム_H12：180→R5：7,982）
圏域ごとの要介護認定者数等、サービス需要の中・長期的な推計に基づき、計画的な施設整備等が必要。
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施策の展開
I. 健康で生きがいをもった暮らしを

第１章 高齢者が生きがいをもって活動していける社会づくり
第1節 「人生二毛作社会・生涯現役社会」の実現
第2節 健康づくりの総合的な推進

第２章 高齢者が健康でいきいき暮らせる地域づくり
（介護予防・フレイル対策の推進)

第1節 フレイル対策の総合的な推進
第2節 低栄養対策の推進
第3節 介護予防の推進と地域のつながりの促進

II. 住み慣れた地域で最期まで自分らしく

第３章 住み慣れた自宅や地域で安心して暮らし続けられる
地域包括ケア体制の確立

第1節 地域の実情に応じた地域包括ケアの推進
第2節 地域ケア会議の推進
第3節 生活支援サービスの充実
第4節 在宅生活を支援するサービスの充実
第5節 家族介護者への支援

第４章 医療と介護が一体となった在宅療養の推進
第1節 在宅医療・介護サービスの充実
第2節 地域における医療と介護との連携強化
第3節 人生の最終段階におけるケアの充実と看取り*の支援

⚫ 総合事業の充実化
⚫ 地域リハビリテーション支援体制の構築の推進

⚫ 地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備等
⚫ 重層的支援体制整備事業などによる障害者福祉や児童福祉など他分

野との連携促進
⚫ ヤングケアラーを含む家族介護者支援
⚫ 地域包括ケアシステムの構築状況の点検

⚫ 医療・介護を効率的かつ効果的に提供する体制の確保、医療・介護
の連携強化

⚫ 居宅要介護者を支えるための在宅療養支援の充実
⚫ 介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための情報基

盤の整備

第５章 認知症高齢者等にやさしい地域づくり
第1節 医療・介護等の連携による認知症高齢者等への支援
第2節 認知症の理解の促進と予防等に向けた地域支援の強化
第3節 若年性認知症施策の推進

⚫ 認知症高齢者の家族介護者支援
⚫ 認知症施策推進大綱の中間評価を踏まえた施策の推進
⚫ 認知症基本法による国の基本計画を踏まえた施策の推進

第９期計画において記載を充実する事項第８期計画の施策体系

第９期 長野県高齢者プラン策定にあたって～記載を充実する事項の整理～

※社会保障審議会介護保険部会（第107回）_230710



⚫ 高齢者虐待防止の一層の推進

⚫ 介護現場の安全性の確保、リスクマネジメントの推進
⚫ ケアマネジメントの質の向上及び人材確保
⚫ ハラスメント対策を含めた働きやすい職場づくりに向けた取組の推進
⚫ 外国人介護人材定着に向けた介護福祉士の国家資格取得支援等の学習環

境の整備
⚫ 介護現場の生産性向上に資する様々な支援・施策の推進
⚫ 介護の経営の協働化・大規模化により、サービスの品質を担保しつつ、

人材や資源の有効な活用
⚫ 文書負担軽減に向けた具体的な取組（標準様式例の使用の基本原則化、

「電子申請・届出システム」利用の原則化）
⚫ 財務状況等の見える化
⚫ 介護認定審査会の簡素化や認定事務の効率化に向けた取組の推進

⚫ 地域共生社会の実現という観点からの住まいと生活の一体的支援

⚫ 中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えた既
存施設・事業所のあり方の検討及び地域の実情に応じて介護サービス
基盤を計画的な確保

⚫ サービス提供事業者を含め、地域の関係者とサービス基盤の整備の在
り方の検討

⚫ 複合的な在宅サービスの整備を推進
⚫ 居宅要介護者の在宅生活を支える地域密着型サービスの更なる普及
⚫ 保険者機能強化推進交付金等の実効性を高めるための評価指標等の見

直しを踏まえた取組の充実
⚫ 給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化、介護給付費

の不合理な地域差の改善と給付適正化の一体的な推進

III. よりよい介護サービスの提供・利用に向けて

第10章 介護保険制度の適切な運営
第1節 介護サービスの質の向上
第2節 適切なサービス利用の促進
第3節 保険財政への支援と低所得者の負担軽減等
第4節 介護給付適正化の推進

第９章 安全・安心な暮らしの確保
第1節 高齢者の権利擁護
第2節 消費生活の安定と向上
第3節 交通安全対策の推進

第８章 災害・感染症の対策
第1節 災害対策の推進
第2節 感染症対策の推進
第3節 要配慮者対策の推進

第７章 一人ひとりのニーズに応じた多様な施設・住まいの創出
第1節 介護保険施設等の整備
第2節 高齢者の多様な住まい方への支援
第3節 安全・安心な住まいづくり

第６章 介護人材の養成・確保、事業所の雇用労務管理の改善
第1節 介護人材の確保・定着
第2節 介護人材の資質向上
第3節 福祉・介護に対する理解の向上
第4節 介護分野の職場環境改善の促進

第９期計画において記載を充実する事項第８期計画の施策体系

⚫ 業務継続計画(BCP)策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実
施等の義務化などを踏まえた対応力強化を支援



第８期長野県高齢者プランについて



【８期計画概要】長野県が目指す地域包括ケア体制（現況・重点施策）

ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ

サ高住
（3240戸）

施設サービス

老健（96か所）
介護医療院（７か所）

広域型特養（168か所）
地密特養（27か所）

居住系サービス

小規模多機能型居宅介護（103か所）
認知症高齢者ＧＨ（260か所） 宅幼老所

介 護

入院医療・高度専門医療

急性期、回復期、慢性期医療の提供病
院、有床診療所

へき地医療 地域医療
拠点病院（８） 支援病院（12）

在宅医療

かかりつけ医・歯科医・薬局

診療所（内科、歯科等）・一部病院
※在宅療養支援診療所・病院（289）

認知症疾患医療センター（９圏域）

地域ケア会議

地域包括支援センター
保健師・介護支援専門員等

設置・運営

地域ケア会議（166圏域設置）

・多職種の関係者が参加

医 療

介護予防

介護予防、フレイル対策
・通いの場（体操等） 在宅系サービス

通院・
入院

通院等

訪問

77市町村
で設置

医師派遣等に
よる支援

認知症初期集中支援チーム

ｹｱﾌﾟﾗﾝ作成
退院

紹介
逆紹介

包括的
支援

入所

通所
宿泊

訪問

訪問

通所

派遣依頼

退院・入所

通院・入院

入退院時ケアマネジメント事業

Ａ 地域包括ケアの見える化によ
る市町村の取組の促進

Ｂ ノウハウ・好事例の収集・情
報提供

Ｃ 人材確保、人材育成

Ｄ 広域調整

Ｅ 基盤整備等への財政支援

介護人材不足による、入所制限80床
特養８、老健１

中山間地域で効率的なサービス
提供を行う事業者確保が困難

地域ケア会議の機能のうち
「政策提言」の実施は47.0％

人生二毛作社会・
生涯現役社会

《中山間地域の
サービス確保》

◆通い・訪問・泊り
の多機能サービス等
の普及を図るためセ
ミナー等【Ｂ・Ｅ】

《災害、感染症への
対応力強化》

◆災害・感染症も含め
た非常災害対策計画、
BCP等策定のための
研修・個別相談【Ｂ】
※R5までに策定率
100%

《介護予防・フレイル対策》

◆ACEプロジェクトの柱の一
つとして、高齢者の保健事業
と介護予防の一体的実施を強
力に推進【Ｂ・Ｅ】

(R2:17市町村→R6:77市町村)

◆対象施設への
重点的対応
【Ｃ・Ｄ】

◆地域包括ケア体制の見える化
により進捗の促進【Ａ】

市町村のマネジメント

派遣
支援

《生活支援サービスの充実》

◆移送支援等高齢者の日常生活を支援す
るサービスの立ち上げ等を支援

（研修・アドバイザー派遣）【Ｂ・Ｃ】

入居

県 の 役 割

退院調整漏れ率が改善しているのは18.7%

◆地域包括ケア体制の見える化に
より進捗の促進【Ａ】
◆地域ケア会議の機能強化のため
の研修【Ｃ】

《介護人材の確保》
◆離職者・移住希望者等
の適性に応じた就業機会
の提供と資格取得支援に
よる入職促進【Ｃ・Ｅ】
（R2:130人採用）
◆キャリアに応じた研修
機会の確保及び受講費用
の支援【Ｃ・Ｅ】
◆介護ロボット・ICT導
入支援等による職場環境
改善【Ｅ】

◆訪問介護職
員の養成
【Ｃ・Ｄ】

第８期重点施策

生活支援

地域支援事業等による生活支援
・洗濯、掃除等の生活援助
・見守り、配食、外出・移動支援

ニーズの高い移送支援の
取組に圏域ごとの差

職員不足による訪問介護サービスの休廃止
（Ｒ２訪問介護：廃止９、休止３）

訪問介護（507か所）、訪問リハ（265か所）
定期巡回随時対応型訪問介護看護（19か所）
訪問看護（775か所）
通所介護（416か所）、通所リハ（161か所）
短期入所生活介護（251か所）

通いの場の運動（体操）の
実施割合が全国以下

（全国52.0％、県43.5％）
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第８期（R3~R5年度）長野県高齢者プランのポイント

現状と課題 重点的に取り組む施策

介護予防・フレイル対策
○ 生活習慣病予防対策や通いの場の取組みなどの成果とし

て、調整済み要介護認定率が６年連続低下(R元:全国２位)
及び調整済み1人あたり給付月額が全国で最も低い状況に
ある(県18,800円、全国20,390円)

○ 住民運営の「通いの場」のうち体操(運動)の割合が全国
平均以下(R元:全国：52.0％、県43.5％)
※通いの場：体操、茶話会、趣味活動、認知症予防 等

地域包括ケア体制
○ 日常生活圏域の地域包括ケア体制について、高齢者をは
じめ県民にとってわかりにくい

介護人材
〇 今後の介護需要を賄うため、県内の介護職員は4.1万人
必要と推計され、今後約３千人の人材確保が必要

〇 介護職員の離職防止対策が必要（１年間（H30.10~      
R元.9）採用者数約4,300人、離職者約3,600人、+700人）

〇 介護人材の確保とともに、介護の質の向上のため、キャ
リアアップをさらに進めることが必要

※介護人材不足により特養８か所、老健１か所で80人の入所制限
※職員不足もあり訪問介護サービスの休廃止の状況がある

（R2訪問介護：廃止９、休止３）

◆ ACEプロジェクトの柱の一つとして、高齢者の保健事業と
介護予防の一体的実施を強力に推進

(R2:17市町村→R6:77市町村)
◆ 体操などにおける介護予防効果の検証を研究機関と連携して
実施し、PDCAサイクルに沿った介護予防の推進を図る

◆「地域包括ケア体制の構築状況の見える化」の推進
※令和３年度見える化調査を実施

◆ 日常生活圏域ごとの介護サービス等が「一目でわかる
マップ」づくり

※Ｒ３：13市町村→Ｒ５：77市町村

◆ 離職者・移住希望者のマッチングと資格取得支援による入職
促進（R2:130人採用）の充実
※親しみやすい事業名称を「福祉・介護人材確保ネットワーク会議」で検討

◆ キャリアに応じた研修機会の確保及び受講費用の支援

◆ 介護ロボット・ICT導入支援等による職場環境改善

◆ 元気高齢者などボランティア・短時間勤務の受入

※訪問介護職員等の養成を重点的に進め休廃止を減

地域包括ケア体制の見える化・体制構築の推進

多様な介護サービス提供を行う介護人材の確保

健康寿命延伸のため介護予防・フレイル対策
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第８期（R3~R5年度）長野県高齢者プランのポイント

現状と課題 重点的に取り組む施策

住まい・介護施設
〇2025年までの認定者の伸び(約20％)に応じた整備を基本

※第７期プラン策定時の推計値(新型コロナウイルス感染症の影響
によりＲ２の実績は減少の見込)

◆2040年までの認定者の伸び(約30%)に応じた整備を基本

※ 第８期期間は、市町村と2040年までの整備目標を共有した上で、喫
緊の地域の整備目標を積み上げて設定

◆ 災害・感染症に対応する非常災害に係る計画や業務継続計画
（BCP）樹立を研修・個別相談等により支援
（非常災害対策計画、業務継続計画の策定率を令和５年度まで
に100%とする）

◆ 新興感染症等に対応するための施設職員向けの研修などを
10広域で実施

新災害・感染症の対策
○ 台風19号災害、新型コロナ感染症に対する事業所にお

ける計画策定率が低い（BCP計画策定率 29.7%（R2.3）)

○ 新型コロナウイルス感染症等新たな感染症対策に関する
知識や対応力を施設職員が学び実践していただく必要が
ある

生活支援サービス
〇 病院や買い物など移動する際の移動支援サービスの取組
に圏域ごとに差がある。

◆ 移送支援等高齢者の日常生活を支援するサービスの立ち上
げ・充実を研修やアドバイザー派遣により支援
(参考:福祉有償運送等 71市町村94事業者)

中山間地域のサービス提供
○ 中山間地域では、高齢者が点在し効率的なサービスを提
供する事業者を確保することが困難

◆ 中山間地域における、通い・訪問・泊りの多機能サービス等
の普及を図るため起業・活用セミナー等の開催により、事業
者・市町村を支援

住民主体の生活支援サービスの充実

中山間地域の介護サービス提供体制構築

2040年に向けた住まいの確保

災害、感染症への対応力強化

第７期（2018年度～2020年度）計画の考え方

2017年 2025年見込 2017年比(倍)

認定者数（人） 111,031 127,929 1.2

訪問介護（人／月、以下同じ） 14,791 17,192 1.2

認知症対応型共同生活介護 3,287 4,196 1.3

特養（地域密着含む） 12,666 14,899 1.2

第８期（2021年度～2023年度）計画の考え方

2020年 2040年見込 2020年比(倍)

認定者数（人） 112,406 144,714 1.3

訪問介護（人／月、以下同じ） 14,299 18,543 1.3

認知症対応型共同生活介護 3,495 4,848 1.4

特養（地域密着含む） 13,348 17,317 1.3
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